
平成２４年度　政府予算案（大阪府商工労働部関係）の決定内容
平成24年2月23日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	Ⅰ　産業振興施策について

１．中小企業振興対策の強化

◇保証協会の経営基盤の強化、信用補完制度の充実、強化
　◇中小企業への円滑な資金供給を図るための制度の拡充等

	◆概算要求等の状況　経済産業省
○中小企業の資金繰り支援策　　　　　　  （全）273億円
（(H23)270億円）

　・政府系金融機関及び信用保証協会の経営基盤の強化

○震災等により影響を受ける企業の資金繰り支援〔事項要求（復興枠）〕
　・平成２３年度補正予算において予算措置された「東日本大

　　震災復興緊急保証」等の平成２４年度における継続実施等の中小企業資金繰り支援策を実施
（(H23  1次補正)1,493億円）
（(H23  3次補正)2,034億円）

（(H23  4次補正2,963億円）

	（全）270億円

（全）315億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
○中小企業金融円滑化法の期限の最終延長について　

　・平成２４年3月末に期限を迎える「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るため

の臨時措置に関する法律」（中小企業金融円滑化法）を平成２５年3月末まで1年

間、再延長する。


	

	２．中小企業の経営安定化等の対策強化

　◇下請中小企業対策の強化


	◆概算要求の状況　経済産業省・公正取引委員会
○下請取引の適正化の推進

(1)　経済産業省（中小企業庁）

（全）6億円
（(H23)6.5億円）

・全国48箇所に設置した「下請かけこみ寺」において、中小企業からの取引に関する相談対応（無料弁護士相談を含む）や裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）を行うとともに、下請ガイドラインの普及啓発等を実施する。
(2)　公正取引委員会

（全）89億円　
（(H23)89億円）

・厳正かつ実効性のある独占禁止法の運用。
・中小企業に対する不利益行為の取締り強化等。

	（全）6億円

（全）89億円


	

	　◇工業製品等に対する風評被害の防止
	◆概算要求等の状況　内閣官房・経済産業省
○原子力災害における風評被害抑制のための国際広報強化・充
実等経費　　　　　　　　　　　　　　　　（全）4.5億円
○輸出品に対する放射線量検査支援

（(H23  1次補正)　7億円）

（(H23  3次補正)13億円）


	　　（全）0.7億円
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	３．成長産業関連施策に対する思い切った支援

　◇環境・新エネルギー、ライフサイエンスなどが集積する大阪・関西への「総合特区」の指定


	◆概算要求の状況　内閣府
○「総合特区制度」の推進（新規）　　　（全）149.8億円
（(H23)152.7億円）

　・総合特区推進調整費　

・総合特区支援利子補給金


	（全）140.3億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・H23.9　3府県3政令市において、国に「関西イノベーション国際戦略総合特区」を共同申請。
・H23.12  国際戦略総合特区の指定。

	

	◇新エネルギー関連施策の大阪への重点

投資
	◆概算要求の状況　
○国内４地域をはじめとするスマートコミュニティの実証など普及促進事業　経済産業省   　　　　 （全）156.8億円

（(H23)184億円）

○蓄電池技術の実証・研究開発　経済産業省 （全）95億円

（(H23)74.8億円）

○インフラ・システム輸出を促進するために事業実施可能性調査等を実施　経済産業省                 （全）30億円

（(H23)6.5億円）

○戦略的国際標準化加速事業　経済産業省
（全）13.3億円の内数

（新規）

※新たな国際標準提案制度（「トップスタンダード制度」）を活用する企業の国際標準提案に係る取組みを促進）

○地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金）　環境省
（全）72億円
（(H23)62億円）


	（全）136.6億円

（全）75億円

（全）16億円

（全）13億円の内数

（全）60億円
	

	　◇バイオ関連施策の大阪への重点投資
	◆概算要求の状況　文部科学省
○地域イノベーション戦略支援プログラム

　　　　　　　　　                    （全）94.0億円

（(H23)110.6億円）
　・地域の戦略の中核を担う研究者の集積

　・地域の戦略実現のための人材育成プログラムの開発

　・大学等の知のネットワーク構築支援

　・地域の研究機関等での設備共用化支援

	　　（全）93.5億円
	

	◇ものづくり中小製造業等に対する研究開発支援制度の充実等

	◆概算要求等の状況　経済産業省

○戦略的基盤技術高度化支援事業

（全）132億円

（(H23)150億円）

（(H23  3次補正)50億円）
・我が国製造業の国際競争力の強化と新たな事業の創出を目

指し、「特定ものづくり基盤技術」の高度化に資する中小企

業の研究開発から試作まで含む取組みを支援する。

	（全）132億円
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	Ⅱ　雇用施策について

１．緊急的な雇用対策

　◇緊急雇用創出事業臨時特例交付金事業の実施年度の延長及び弾力的運用


	◆概算要求等の状況　厚生労働省
・緊急雇用創出事業臨時特例交付金事業の実施期間を

平成25年度まで延長。
○震災等緊急雇用対応事業

（(H23  3次補正)2,000億円、うち大阪分51.1億円）


	
	

	◇求職者総合支援センター事業の実施期間延長、パーソナルサポート事業終了後の財源措置



	◆概算要求等の状況　厚生労働省
　・求職者総合支援センター事業は、平成23年度で終了。

・「社会的包摂政策に関する緊急政策提言」（8月10日）において、現行のパーソナル・サポート・サービスのモデル・プロジェクトの継続実施を決定。現行モデル事業は、国基金の積み増しにより平成24年度まで延長。

○緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分）積み増し

（(H23  3次補正)27.6億円、うち大阪分3.8億円）


	
	

	　◇国と地方の就労支援機関における求人情報の共有化、地方自治体の職業紹介による雇用に対する国助成金の対象拡大
	◆予算項目以外の状況

　・大阪労働局と求人情報の共有化などについて意見交換を実施。


	

	２．雇用就労対策の充実

◇若年者安定雇用確保施策の充実

◇JOBカフェを拠点とした地域の産業界、教育界等との連携による体系的な産業人材育成施策の実施　


	◆概算要求の状況　厚生労働省

○国において、「若者の安定雇用の確保」事業（「若者雇用戦略」の推進）を、ハローワークを拠点として実施

（全）326億円

（(H23)313億円）
　・新規学卒者等の就職支援の強化。
　・フリーター等の就職支援の強化。
 
	（全）264億円
	

	◇障がい者への雇用対策の強化
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障害者の就労促進                      （全）165億円

（(H23)162億円）

・雇用率達成指導の強化、地域の就労支援力の更なる強化

・障害特性･就労形態に応じたきめ細かな支援策の充実･強化


	（全）175億円
	

	◇地域ごとの労働関連統計の充実、国における各都道府県の労働情勢を把握する精緻な統計調査の実施


	◆予算項目以外の状況

・総務省と労働力調査の項目の改善などについて、意見交換を実施。

	

	◇「高年齢者就業機会確保事業費等補助金」交付制度の改正
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○高齢者が地域で働ける場や社会を支える活動ができる場の拡大　                                     （全）125億円

（(H23)125億円）

※H22.11　行政刷新会議の事業仕分けで予算縮減の評価


	（全）124億円
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	３．勤労者福祉の向上

◇地域別最低賃金の引上げ
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○最低賃金引上げにより最も影響を受ける中小企業への支援と

最低賃金の遵守の徹底                    （全）41億円
（(H23)56億円）


	（全）41億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・地域別最低賃金(大阪)の引き上げ　７７９円⇒７８６円

	

	◇派遣など非正規労働の適正化

（派遣労働者の雇用安定、非正規労働者の処遇改善、法令に基づく事業者指導など）
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○改正労働者派遣法の円滑かつ着実な施行   （全）105億円
                                       （(H23)114億円）

○均等・均衡待遇や正社員化の推進   　　　 （全）0.5億円
（(H23)0.4億円）


	（全）105億円

（全）0.5億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

　・改正労働者派遣法について、国会において継続審議中。
・次期通常国会へ労働契約法改正案を提出予定。

	

	　◇介護保険制度の抜本的改正、介護労働者の賃金・労働条件の引上げ　など
	◆概算要求等の状況　厚生労働省
○安定的な介護保険制度の運営 　　  （全）2兆3,952億円
（(H23)2兆2,679億円）

○福祉・介護人材確保事業の実施期間を平成24年度まで1年間延長　　　         （(H23  4次補正)（全）152億円）

	（全）2兆4,033億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・平成24年度に介護報酬を1.2％改定。介護職員の処遇改善について必要な対応を講じる。

	

	４．職業能力開発制度の充実

◇職業訓練手当の支給要件の弾力的運用、委託訓練事業に従事する職員の全額国負担


	◆予算項目以外の状況

　・委託訓練にかかる国の委託費に、職員人件費の一部を算入。
	

	５．あいりん地域対策の強化

◇日雇労働者の雇用環境等の改善

◇東日本大震災の復旧等事業を契機とした求人の適正化　など


	◆予算項目以外の状況

・厚生労働者において、東京電力、経済団体、人材ビジネス事業者団体等に対し、労働者の
募集や求人の申込み等について、適切な明示などを要請。

	

	６．ホームレスの人等の就労自立支援等

◇ホームレスの人等の就労機会の確保・提供

◇「ホームレスの自立の支援等に関する特

別措置法」に係る支援　　など


	◆概算要求等の状況　厚生労働省
○緊急雇用創出事業臨時特例基金（住まい対策拡充等支援事業分）積み増しによる社会的包摂・「絆」再生事業を平成24年度まで実施            （(H23  3次補正)（全）202億円）


	
	

	
	◆予算項目以外の状況

　・特措法の失効(平成２４年８月)後の事業等取り扱いについて、国において検討中。


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	Ⅲ　国と地方等の適正な役割分担について

１．ハローワークの移管
	◆予算項目以外の状況

　・国の地域主権戦略会議において、特区を活用した東西各１カ所のハローワークの試行的な

移管を決定。
	

	２．都道府県における計量行政等のあり方

◇検査・検定における民間活用の促進

◇計量教習の実施拡大
◇独立行政法人化に伴う計量証明の事業登録の見直し
	◆予算項目以外の状況
・地方独立行政法人を機関ごとに個別に評価し、指定することは困難であるとの見解。

なお、現在、国と地方自治体以外に、計量証明の事業を適正に行う能力を有する試験研究機関として、国の独立行政法人4機関（※）を指定　

※国の独立行政法人４機関

・独立行政法人労働安全衛生総合研究所 ・独立行政法人産業技術総合研究所

・独立行政法人製品評価技術基盤機構   ・独立行政法人国立環境研究所


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
1　／　5

